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情報教育の推進等に関する調査研究（平成26～28年度）事業概要①

児童生徒の情報活用能力（※１）の育成に向けて、各学校において、学習指導の改善や適切なカリキュラム編成を実施していく
上で、また、国等において必要な施策を展開していく上で、児童生徒の情報活用能力の現状を把握する必要がある。

⇒ １．情報活用能力調査

また、中央教育審議会における学習指導要領改訂に向けた議論の方向性(※２)を踏まえ、情報活用能力が特定の教科として
ではなく、教科横断的に育成することとされたことから、情報活用能力の内容を整理し、その内容を各教科等において計画的
に指導するためのカリキュラム編成の方法（カリキュラム・マネジメント）の確立に向けて研究する必要がある。

⇒ ２．情報教育推進校事業（IE-School）

「情報教育の推進等に関する調査研究」は、「情報通信技術を活用した教育振興事業」（平成26～29年度）のうちの一つの事業。

※情報通信技術を活用した教育振興事業は、以下の事業で構成。
Ａ ICTを活用した指導方法等に資する実証事業 （平成26年度）
Ｂ 情報教育の推進等に関する調査研究 （平成26～28年度）
Ｃ ICTの進展に伴う新たな課題に関する調査研究 （平成26～28年度）
Ｄ ICT活用教育普及に向けたICT環境標準化事業 （平成29年度）

行政事業レビューシートについては、「情報通信技術を活用した教育振興事業」の全体をまとめて記載しており、平成26～28年度のレビューシートにおいて
は「情報教育の推進等に関する調査研究」に係る事業の目的及び概要が記載されている。

事業の目的・背景

１

※１ 「情報及び情報手段を主体的に選択し活用していくための個人の基礎的な資質」（臨時教育審議会第二次答申 昭和６１年４月）。更に具体
的には、「学習活動において必要に応じてコンピュータ等の情報手段を適切に用いて情報を得たり、情報を整理・比較したり、得られた情報を
わかりやすく発信・伝達したり、必要に応じて保存・共有したりといったことができる力であり、さらに、このような学習活動を遂行する上で必要と
なる情報手段の基本的な操作の習得や、プログラミング的思考、情報モラル、情報セキュリティ、統計等に関する資質・能力等も含むもの」であ
り、「各教科等の学びを支える基盤」とされる（小学校学習指導要領解説総則編 平成２９年６月）。

※２ 中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会教育課程企画特別部会 論点整理 平成27年8月26日



情報教育の推進等に関する調査研究（平成26～28年度）事業概要②

１．情報活用能力調査 【実施期間：平成26～28年度】

（１）事業の内容
情報活用能力育成に向けた施策の展開、学習指導の改善、教育課程の検討に資することを目的として、児童生徒の情報活用能力の実態を把

握するための調査を実施。具体的には、小・中学校調査においては、小学5年生約3,000人、中学2年生約3,000人、高等学校調査においては、高
校2年生約5,000人を抽出し、CBT（コンピュータを使用して出題・解答する方式）により把握。それぞれ3年間をかけて実施。

（２）事業の成果及びその活用
ア 小・中学校調査（平成26年度に結果を公表）
・ 調査結果報告書を文部科学省HPで公開。
・ 各学校の参考に資するため、パンフレット「情報活用能力育成のために」（※３）を作成し、都道府県・市町村教育委員会に配布するとともに、
文部科学省HPで公開。

・ 学習指導要領改訂に向けた中央教育審議会における審議の資料として活用。
イ 高等学校調査（平成28年度に結果を公表）
・ 調査結果報告書を文部科学省HPで公開。
・ 学習指導要領改訂に向けた中央教育審議会における審議の資料として活用。

２．情報教育推進校事業（IE-School（イー・スクール）） 【実施期間：平成28年度】

（１）事業の内容
情報活用能力を教科横断的に育成するためのカリキュラム・マネジメントの実現に向けた優良事例を創出。14自治体等（21校）で実施。

（２）事業の成果及びその活用
調査結果報告書を文部科学省HPで公開。

※３ 調査の結果からわかった情報活用能力の課題と、
それぞれの課題に対する指導の例を簡潔にまとめた
パンフレット

事業の内容、成果及びその活用

２

小・中学校調査 H24：基本設計、準備 H25：本調査 H26：結果分析・公表
高等学校調査 H26：基本設計、準備 H27：本調査 H28：結果分析・公表

※ 全国の学校が、学校や児童生徒の実情等に応じて最適な指導方法等を選択し、自校のカリキュラム編成や授業の改善に活用できるよう、
複数の実践事例（指導方法等の優良事例）を創出・提示することを目的とするため、各推進校に対しては有識者による指導・助言を行う。



(1) 児童生徒の情報活用能力の把握

情報活用能力調査結果の報告書数
[H28実績] 1 （高等学校調査）
[H26実績] 1 （小・中学校調査）

結果報告を踏まえ

 情報活用能力育成のためのパンフ
レット（課題に対応した指導の例をまとめたも

の）を作成し、全国配布、HPで公開

 中央教育審議会等での審議に活用

(2) 情報活用能力育成のためのカリ
キュラム・マネジメント事例の創出

調査研究数 [H28実績]14

 各推進校の成果（指導方法やカリキュ

ラム・マネジメントの事例）をまとめた報
告書を作成しHPで公開

情報教育の推進等に関する調査研究（平成26～28年度）ロジックモデル

（アクティビティ） （アウトプット） （初期アウトカム） （中・長期アウトカム） （インパクト）

（インプット）

主な外部要因：

 教員の情報教育関
連研修の受講

 各学校におけるICT
環境整備状況

児童生徒の情報活用能力の把握、
モデルとなる指導事例の創出等

モデルを参考とした
全国の学校における教育の質の向上

情報教育の推進等に
関する調査研究

(1) 情報活用能力調査
児童生徒の情報活用能
力の現状を把握するため
の調査
（→参考資料p.６）

(2) 情報教育推進校事
業（IE-School）
情報活用能力を教科横断
的に育成するためのカリ
キュラム・マネジメントの
実現に向けた調査研究
（→参考資料p.７）

予算
[H28予算額] 66
[H27予算額] 37
[H26予算額] 33
（単位：百万円）

協力企業等
• （株）内田洋行
• （株）教育測定研究所 等

事業の成果を参考とし
た、各学校におけるカ
リキュラム編成や授業
の改善

（→p.４ １．(１)参照）

教員の指導力の向上

〔指標〕
授業中にICTを活用して指

導する能力について「でき
る」と回答した教員の割合
の増加
[H28実績] 集計中
[H27実績] 73.5％
[H26実績] 71.4％
（→p.４ １．(２)参照）
（→参考資料p.８）

（参考）
「未来投資戦略2017」におけ
る目標：H32までに100％

ICTを活用した授業の
実施頻度の増大

（→参考資料p.９）

児童生徒の情報
活用能力の向上

〔指標について〕
今後、児童生徒の情報活
用能力の全国的状況を継
続的に把握すること（経年
比較が可能な形での情報
活用能力調査の継続的な
実施）について、検討して
いく予定

児童生徒の
資質・能力の向上

事業の成果（指導事
例等）の各学校への
周知・普及

報告書等のHPでの公開のほ

か、都道府県・市町村教育委
員会の指導主事等を対象とし
た会議、指導者養成研修等を
通じて周知・普及

（参考） HPの閲覧数
(1) 情報活用能力調査

約29千回 （H27.3～）
(2) 情報教育推進校事業

約15千回 （H29.4～）

（→p.４ １．(１)参照）

解決すべき課題
（事業の背景）

(1) 児童生徒の情報活用

能力がどの程度育ま
れているか現状が把
握されていない。

(2) 情報活用能力は特定

の教科のみでではな
く教科横断的に育成
するものであるが、そ
のための指導方法や
カリキュラム編成の方
法が開発・普及されて
いない。

新学習指導要領（H29.3告示）における情報
教育の充実
• 情報活用能力を言語能力と同様に「学習の基盤と
なる資質・能力」と位置付け、教科横断的に育成

• ICT環境整備とICTを活用した学習活動の充実

• 小学校における文字入力等の基本的操作技能を
習得する学習活動の充実

※本事業の成果を踏まえ、別事業に
おいて、カリキュラム・マネジメント優良
事例の更なる創出、カリキュラム・マネ
ジメントのための手引書の作成等に発
展させる予定。

３

【各推進校における成果の評価】

（Ａ小学校の事例）

事業実施前後に児童アンケート
を実施。

• 「調べたい情報をインターネット
でキーワードを使って調べること
ができますか。」 （85%→95%）

• 「内容や組み立て等に気をつけ
て、決められた時間の中で発表
することができますか。」
（60%→78%） 等

全国の学校における
取組を強く喚起

※学習指導要領：
学校教育法等に基
づき定められた、各
学校で教育課程（カ
リキュラム）を編成
する際の基準



データの取得等に当たっての課題

１．アウトカムの指標について

（１）データの取得に当たっての課題

○アウトカムの指標に係るデータの取得に当たっては、次のような課題がある。
①教育委員会や学校の業務負担

文部科学省においては、全国の学校における授業改善等の参考に資するよう、各種のモデル事業を実施しているが、それら事業の成果の普及状況や成果を
踏まえた授業改善の状況等を全ての学校において調査することは、教育委員会や学校の過重な負担となる等の困難があること。

②外部要因の排除の困難性
「本事業の成果を踏まえた各学校におけるカリキュラム編成や授業の改善の状況」、「教員の指導力の向上」、「ICTを活用した授業の実施頻度」については、教

員の情報教育関連研修の受講状況や各学校のＩＣＴ環境整備状況等の外部要因を排除する手法について検討する必要があること。 等

○なお、上記を踏まえた現実的にとり得る手法としては、少数の教育委員会や学校を対象としたヒアリングやアンケートの実施などが考えられる。

２．情報活用能力調査の活用について

○今後、児童生徒の情報活用能力の全国的状況を継続的に把握すること（経年比較が可能な形での情報活用能
力調査の継続的な実施）について、検討していく予定としている。

○今回実施した情報活用能力調査は、調査時点での全国的な状況の把握を目的として実施したものであり、個別
の学校での事業の成果を評価する指標としての活用は特に考慮されてはいなかったところであるが、今後実施
する情報活用能力調査については、調査問題等を、国の事業や個別の学校での取組の成果の評価に用いるこ
とができるようにすることについても、併せて検討していく。

（２）「教員の指導力」に係る指標について

○現在の評価指標である「授業中にICTを活用して指導する能力」については、右の４つの小項目（質問項目）への

回答結果を総合して算出している。教員の自己評価ではあるが、研修や授業実践を通じて指導力を高め、ある
程度自信を持って指導できる状態になっている者の割合を示しているものと言えることから、評価指標として示
している。
今後、教員のICT活用指導力をより的確に把握できるよう、小項目（質問項目）の改善を含め、検討を進めてい

るところ。

４

（参考） 「授業中にICTを活用して指導する能力」
の小項目（小学校）

① 学習に対する児童の興味・関心を高めるために、
コンピュータや提示装置などを活用して資料などを
効果的に提示する。

② 児童一人一人に課題を明確につかませるために、
コンピュータや提示装置などを活用して資料などを
効果的に提示する。

③ わかりやすく説明したり、児童の思考や理解を深
めたりするために、コンピュータや提示装置などを
活用して資料などを効果的に提示する。

④ 学習内容をまとめる際に児童の知識の定着を図
るために、コンピュータや提示装置などを活用して
資料などをわかりやすく提示する。



参考資料



情報活用能力調査（小・中・高等学校）
調査概要

対象学年・人数 調査時期 調査時間

小学校 第5学年（116校 3,343人）
H25.10～H26.1

45分×2

中学校 第2学年（104校 3,338人） 50分×2

高等学校 第2学年（135学科 4,552人） H27.12～H28.3 50分×2

特徴的な調査問題の概要と正答率
調査問題（例）の概要 正答率（％）

小
学
校

整理された複数の発言者の情報の正誤を読み取る問題 62.4

複数のウェブページから情報を見つけ出し，関連付ける問題 【問題例１】 9.7

一覧表示された複数のカードにある情報を整理・解釈する問題 17.9

２つのウェブページから共通している複数の情報を整理・解釈する問題 16.3

プレゼンテーションソフトにて 画像を活用してスライドを作成する問題 33.3

調査問題（例）の概要 正答率（％）

中
学
校

整理された複数の見学地の情報の共通点を読み取る問題 84.3

複数のウェブページから情報を見つけ出し，関連付ける問題 43.7

一覧表示された複数の情報を、提示された条件をもとに整理・解釈する
問題 76.4

複数のウェブページから目的に応じて情報を整理・解釈する問題 12.2

プレゼンテーションソフトにて文字や画像を活用してスライドを作成する
問題 39.1

調査問題（例）の概要 正答率（％）

高
等
学
校

表や図が含まれる整理されたテキストから，コンピュータウィルスの現状を
読み取る問題 77.7

ウェブページに基づいて，購買決定プロセスモデルの表の各項目に，適当な字句
をドラッグして整理する問題 73.6

プラスチックのCDケースを何曜日に捨てることができるかという「ごみの分別
クイズ」について，市のウェブページを基に解答を考える問題 37.2

複数の散布図を比較して，勝率を上げるために必要な練習メニューを，
妥当な理由を挙げて提案する問題 9.8

調査問題（例）の概要 正答率（％）

高
等
学
校

ある事象を調べるために，どのようなデータを入手したらよいかを具体的に挙げ，
適切な理由を説明する問題 14.9

5年間の認知件数1件当たりの平均被害額を，表計算ソフトを用いて
計算する問題 【問題例２】 16.3 

【趣旨】 児童生徒の情報活用能力の実態を把握し，情報活用能力育
成に向けた施策の展開，学習指導の改善，教育課程の検討
のための基礎資料を得る。

【調査方法】 児童生徒の情報活用能力（情報活用の実践力、情報の科
学的な理解、情報社会に参画する態度）の実現状況に関
する調査を、コンピュータを使って実施。

できたこと 課題 キーボードを用いた
文字入力数

小学校 ○ 整理された情報を読み取ること
▲ 複数のウェブページから目的に応じて，特定の情報を見つけ出し，関連付けること
▲ 情報を整理し、解釈すること
▲ 条件（受け手の状況等）に応じて情報発信すること

5.9文字／分
（※）

中学校
○ 整理された情報を読み取ること
○ 一覧表示された情報を整理・
解釈すること

▲ 複数のウェブページから目的に応じて，特定の情報を見つけ出し，関連付けること
▲ 複数のウェブページの情報を整理・解釈すること
▲ 条件（受け手の状況等）に応じて情報発信すること

15.6文字／分

高等学校
○ 整理された情報を読み取ること
○ 少ない階層からなるウェブページ
の情報を整理・解釈すること

▲ 複数の情報がある多くの階層からなるウェブページから、目的に応じて特定の情報を見つけ出し，関連付けること
▲ 複数の統計情報を条件（受け手の状況等）に合わせて整理し、それらを根拠として意見を表現すること
▲ ある事象の原因や傾向を推測するために、どのような情報が必要であるかを明確にすること
▲ 多項目かつ桁数の多い数値のある表で示された統計情報を，表計算アプリケーションを使って数的な処理をすること

24.7文字／分

調査結果概要（小・中・高の比較）

※ 小学校は、中・高と入力文章及び実施時間が異なるため、参考値

６

問題例１（小学校調査）
S市のごみの分別方法のホームページ（複数ページ）を
見て、プラスチックのCDケースを捨ててよい曜日を選択
する。

問題例２（高等学校調査）
表計算ソフトを用いて平均値を求める。



情報教育推進校事業（IE-School）（平成28年度）

急速に情報化が進展する社会の中で、情報や情報手段を主体的に選択し活用していくために必要な「情報活用能力」を、各学校段階・各教科等の活動を通
じて体系的に育成する重要性が高まっている。

背 景

研究成果を全国の学校に周知することで、各校における情報活用能力に関する指導の改善につなげる。

平成25年10月に小5、中2を対象に行った情報活用能力調査（抽出）の結果、小中とも「複数のウェブページから特定の情報を見つけ出し関連付けることや、

受け手の状況に応じて情報発信すること」などに課題があることが判明。学校活動全体を通じて意図的・効果的に情報活用能力を育成する指導計画（カリ
キュラム）の具体例がなく、また、各教科等において、情報活用能力の育成と関連させた学習指導方法の開発も遅れていることが一因と考えられる。

現状・課題

小中高等学校におけるプログラミングや情報セキュリティ、情報モラル等を含め、情報活用能力を各教科等の学習と効果的に関連づけて育成するためのカ
リキュラム・マネジメントの在り方に関する調査研究を実施する。

１４自治体等に委託（学校数は２１校）

情報教育推進校事業（IE-School）概要

成果の活用

７

〔情報教育推進校事業（IE-School）の趣旨・目的〕

全国の学校が、学校や児童生徒の実情等に応じて最適な指導方法等を選択し、自校のカリキュラム編成や授業の改善に活用できるよう、複数の実践
事例（指導方法等の優良事例）を創出・提示することを目的としている。そのため、各推進校に対して有識者による指導・助言を行い、全ての取組を優れ
た実践とすることとしている。



教員のICT活用指導力

「わりにできる」、「ややできる」と回答した教員の割合[％]
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授業中にICTを活用して指導する能力があると回答した教員の割合

（出典：学校における教育の情報化の実態等に関する調査（平成28年3月））

８

教員のICT活用指導力については、小学校、中学校、高等学校
段階（義務教育学校、中等教育学校、特別支援学校を含む。）
の全公立学校の全教員を対象として、毎年度3月に調査を実施し
ている。（質問項目に対して、「わりにできる」、「ややできる」、「あまり
できない」、「ほとんどできない」の4段階で回答いただいている。）

「授業中にICTを活用して指導する能力」については、より具体的
な次の４つの小項目（質問項目）への回答を総合して算出してい
る。
（参考）「授業中にICTを活用して指導する能力」の小項目（小学校）

① 学習に対する児童の興味・関心を高めるために、コンピュータや提示装置
などを活用して資料などを効果的に提示する。

② 児童一人一人に課題を明確につかませるために、コンピュータや提示装置
などを活用して資料などを効果的に提示する。

③ わかりやすく説明したり、児童の思考や理解を深めたりするために、コン
ピュータや提示装置などを活用して資料などを効果的に提示する。

④ 学習内容をまとめる際に児童の知識の定着を図るために、コンピュータや
提示装置などを活用して資料などをわかりやすく提示する。



「情報活用能力調査（小・中学校）」（平成25年度実施）においては、調査結果（児童生徒の情報活用能力）が上位の学校では、下位の学校に

比べて、児童生徒が「インターネットで必要な情報を検索して調べる」、「コンピュータを使って表を作成したり、グラフを作ったりする」等の学習
活動を行う頻度が高い傾向にある。

学校における児童生徒のICT活用場面

小学校 中学校

情報活用能力調
査の結果が

上位の学校群
（回答の平均）

情報活用能力調
査の結果が

下位の学校群
（回答の平均）

情報活用能力調
査の結果が

上位の学校群
（回答の平均）

情報活用能力調
査の結果が

下位の学校群
（回答の平均）

インターネットで必要な情報を検索して調べるためにコンピュータを使う 2.86 2.52 ** 2.79 2.48 *

表を作成したり、グラフを作ったりするためにコンピュータを使う 2.01 1.68 * 2.13 1.55 **

発表するためのスライドや資料を作るためにコンピュータを使う 2.27 1.99 * 2.23 1.66 *

※ 上位の学校群とは、情報活用能力調査の結果の平均得点が上位10％の学校群を、下位の学校群とは、平均得点が下位10％の学校群を指す。

※ 回答は次のように数値化している。
「ほぼ毎日利用している」 ４点（満点）
「時々利用している」 ３点
「ほとんど利用していない」 ２点
「全く利用したことがない」 １点

※ 表内の「**」マークは有意水準1％未満、「*」マークは有意水準5％未満を指す。

ICT活用指導の実施頻度が高い学校では、児童生徒の情報活用能力が高い。

ICT活用指導と児童生徒の情報活用能力との関係 ９
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